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北陸新幹線の開通と沿線地域の変容 





























高速バス（長野―池袋・新宿）約３時間 40 分 4,000 円（2007 年 10 月時刻表） 
新幹線開業前信越本線最速便  ２時間 56 分 6,710 円（上野乗換）（1997.4 時刻表） 
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新幹線最速列車        １時間 23 分 7,970 円（2007.10 時刻表） 
このように、新幹線利用では、所要時間では高速バスに比べ２時間 20 分強、在来線の信越本
線に比べ１時間 30 分強の短縮となり、かつ乗換の必要がなくなった。他方、運賃・料金は、高
速バス比 3,900 円強（ほぼ２倍）、信越本線利用より 1,200 円強かかるようになったのである。
なお、現時点（金沢延伸後）の東京－長野間の最速時間は、３時間 26 分（かがやき）、料金は









































すでにみたように 1997 年 10 月 1 日に長野新幹線（高崎－長野間）としなの鉄道しなの線が
開通した。両線のこれまでの乗客数の推移を見ておこう。 
・新幹線 
新幹線開通前の信越本線高崎―横川間の通平均通過人員（旅客数）は、1987 年度 25,726 人
／日、92 年度は 29,051 人／日、横川－篠ノ井間は 22,290 人／日、24,770 人／日であった。し
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高崎―長野間の新幹線 18,989 人／日であった。 
新幹線旅客数は、開業初年度（97 年度）半年の運行で 509 万人弱と在来線比４割増であった。
98 年以降 07 年まで増加を続けてきた（98 年度 900 万人強、07 年度 1000 万人強）。しかし、08
年度から 10 年度にかけてやや減少し、11 年度から再び増加し、14 年度は 1,200 万人強（98 年
度比 132.8%）とこれまでの最高となった（表１）。 
長野県内５駅の 1 日当たりの平均乗客人員の推移を見ると（表２）、2000 年を 100 として、
データのある最新年度（14 年度）と比較すると、軽井沢駅 132.3、上田駅 101.6）、佐久平駅 122.7
（小海線を含む）、長野駅 89.8（篠ノ井線を含む）である。軽井沢駅は、02、03 年度に減少し






表２ 新幹線駅の 1日当たりの乗車人員（単位 1000 人）と増加指数（2000 年=100）の推移 
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る。佐久平駅は増加傾向を続け 08 年度には 122.4 となった。その後 09 年度は減少したが再び
増加傾向となっている。長野駅は、4 駅中最大の乗車人員であるが、減少傾向が続き 14 年度に
89.8 まで低下した。 
このような傾向の中で定期券旅客数は、98 年度は 45 万人弱（全旅客数の 4.9%）でしかなかっ
たが、毎年増加を続け、10 年度は全旅客数の 15.4%を占め、14 年度には 98 年度の 3.3 倍、146.1
万人（12.2%）となっている。14 年度の定期券乗客割合を駅別に見ると、軽井沢駅 12.6%、佐久
平駅 35.1%、上田駅 13.5%、長野駅 12.9%となっており、佐久平駅で乗車する者の定期券利用者
の割合は１／３を超えている。 
定期券使用者のほとんどは通勤者と思われる。つまり新幹線利用通勤者が増加してきたので
ある。他方、定期券外乗客数は 8,600 万人前後で推移し、10、11 年度は 8,000 万人を切ったが、
12 年度以降増加傾向となり、14 年度に初めて 1,000 万人を超えた。 
なお、新幹線駅との併設がならなかった小諸駅は 00 年の 2,264 人/日から減少が続き、11 年





しなの鉄道の乗客数は、98 年度の 1,200 万人強から、減少傾向が続き、10 年度は 1,000 万人
を割った。11 年度以降やや増加傾向となり、13 年度は 1,037 万人となったが、98 年度比では
20%弱の減少となっている（表３）。 
そのような中で、通学定期券利用者割合は 35.8%から徐々にその割合を増加させ 12 年度は
41.5%になっている。通勤定期券利用者割合は 30%弱の水準を維持している。とは言え、その実
数は減少している。定期券外利用者は 98 年度の 414 万人から減少を続け 12 年度には 300 万人
を割り、98 年度の３割減となっている。 
主要駅の乗車人員を見ると、2000年度の乗車人員を 100.0とすると、軽井沢駅 85.9（11年度）、
上田駅 86.7（13 年度）、小諸駅 78.3（12 年度）で、すべて減少傾向にあり、特に新幹線と接続























 長野市は、05 年に豊野町、大岡村、戸隠村、鬼無里村を、10 年に信州新町、中条村を編入、
上田市は 06 年に旧上田市、丸子町、真田町、武石村と合併、佐久市は 05 年に旧佐久市、臼田
町、望月町、浅科村と合併、千曲市は 03 年に更埴市、上山田村、戸倉町と合併し新市に、東御
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① 人口構成と事業所数の推移 
・人口数の推移 
まず、新幹線開通前の 1995 年以降の人口数の変化を旧市町村単位でみてみよう（表４）。 
新幹線開通後の 2000 年時点で、開通前の 95 年比で人口増があったのは、旧 24 の市町村のう
ち新幹線駅のある旧長野市、旧上田市、旧佐久市、軽井沢町を含む 11 市町村であった。しかし、
05 年には 00 年比で人口増になったのは７市町村に減少し、10 年には、新幹線駅のある旧長野
 
表４ 長野新幹線・しなの鉄道沿線市町村別人口の推移（各年 10.01 現在） 
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市、旧上田市も含めた 10 市町村が人口減に転じている。95 年比 10 年時点で人口増であったの
は旧佐久市、軽井沢町、御代田町、東部町、豊野町の５市町だけとなった。ただし、豊野町と
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に、長野市に編入された、6 町村の内 5 町村は高齢者割合が 40%を超え、なかでも信州新町と豊














新幹線開通前の 1996 年以降の総事業所数と従業者数を、旧 24 市町村単位で見ると、2001 年 
－ 16 － 
表７ 旧市町村単位で見た事業所数・従業員数の推移 
 






















年の 15,345 人から 10 年には 19,018 人に増加し（国勢調査）、その後も増加で、13 年は 19,578
人となった（住民基本台帳）。 
佐久市は 97,813 人から 100,552 人と若干の増加であった（国勢調査）。ただしその後若干減
少し 13 年は 100,167 人（住民基本台帳）となっている。なお合併前の旧市町村単位で見ると、
増加したのは旧佐久市だけである。特に 95 年→2000 年の増加率は 4,%と高かった。他の旧 3 町
村は減少で、特に望月町は 1,431 人・13%も減少している。つまり旧佐久市域への集中度が高まっ
たのである（95 年 65.6%、10 年 69.8%）。 
小諸市は 95 年の 45,692 人から減少を続け、10 年までに 1,700 人減り（減少率 3.7%）、43,997
人となった。その後も減少し、14 年には 43,599 人（住民基本台帳）となっている 
このような人口の増減は、もちろん自然動態と社会動態によっている。 
96 年から 13 年までの人口動態を累計してみると（表８）、軽井沢市は、自然動態は若干のマ
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イナスであるが、転入の大幅な超過により、3,000 人の増加となっている。毎年の動きを見て
みると、出生数は 96 年以降 03 年までは自然増であったが、04 年以降死亡数が出生数を上回る
ようになった。他方、社会動態は、転入者が 98 年以降 1,300 人前後、転出者は 1,100 人前後で
（ただし、12 年 7 月からは外国人住民も含まれたことにより、13 年は転入者 1,746 人、転出者
は 1,432 人に急増している）、転入超過が続いた。つまり、自然減を大きく上回る社会増が人口
増加を結果しているのである。 
なお、05 年比 10 年の増加人口 1,874 人の年齢構成をコーホートで見ると、05 時年齢 35〜44
歳層 475 人（24.4%）、45〜54 歳層 262 人（14.0%）、55〜64 歳層 436 人（23.3%）が増加数の 63%
を占めている。退職後の移住よりも中・壮年の労働力年齢層の移住が多いことが特徴である。 
佐久市は、大幅な自然減である。社会動態は出入りが多いが、3,000 人の転入超過で、結局
700 人強の増加である。自然動態は 99 年までは出生数が死亡数を上回っていたが、03 年以降は
自然減が続いている。社会動態では、06、07、10 年を除いて、転入増であった。 
小諸市は、400 人強の自然減と 1,700 人強の社会減で、合わせて 2,100 人強の減少であった。





３自都市の高齢化の進展を、95 年以降の 65 歳以上人口割合の推移でみてみよう。 
３都市とも高齢者（65 歳以上）の数と割合を大きく増加している。軽井沢町は、17.5%から
24.9%に、特に後期高齢者の数は 1,049 人（6.8%）から 2,246 人（11.8%）と 2 倍強となり、高齢




12.7%に、佐久市は 9.5%から 12.0%と、３都市とも 12%台になった。高齢単身世帯は、軽井沢町
表８ ３都市の人口動態（1996 年〜2013 年の累計） 
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労働力化率は、女性は男性よりも 20 ㌽以上低い。また男女とも 15〜64 歳層と 65 歳以上層と
では 50 ㌽程度の差がある。そして男性はそれほど差がないが、女性は軽井沢町の方が高い。95
年比で、10 年時には男性が 10.5 ㌽、女性が 5.6 ㌽、小諸市では男性が 8.3 ㌽、女性は 3.5 ㌽低
下いる。女性は、95 年時は小諸市の方が 5.4 ㌽も低かったが、10 年時にはその差は 3.3 ㌽に縮
まっている。 
10 年の年齢別労働力状態を見ると、軽井沢町の 15〜64 歳の男性の労働力化率は 85.1%、「主
に仕事」が 76.6%であり、65 歳以上は 34.5%で、非労働力の家事も通学もしていない「その他」
が 52.5%を占めている。15〜64 歳の女性の労働力化率は 67.1%であるが「主に仕事」は 45%にす









－ 20 － 
また、３自治体とも完全失業者が大きく増加し、軽井沢町と佐久市は 95 年比で 2.7 倍強、小
諸市は４倍強となり、率では 12.2%となってしまった。 
・就業者の職業構成（大分類）の推移を見ておこう（表 10）。 
軽井沢町は、就業者の増加率（110.0<95 年比 10 年、以下同じ>）より高い増加率の職業は、
就業者数が倍増した専門・技術（143.5）、を筆頭に管理（116.9）、販売（114.4）である。反対
に減少傾向にある職業は、農林漁業（79.4）、運輸・生産・労務関係（86.5）、事務（90.2）であ
る。サービス職業は 05 年までは減少傾向であったが、12 年には若干増加し 98.2 である。この
 
表 10 ３都市の職業別就業者数の推移 
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ことは、増加人口の多くが、専門・技術職、管理職が多かったことを意味しているであろう。 
10 年の職業構成は、サービス職業が最大で 25.9%、次いで運輸・生産・労務関係 19.9%、販売











井沢町は 00 年、05 年は減少していたが、10 年には増加し、その割合が 3.6%と高いのも特徴で
ある。軽井沢の住民に高学歴者多いことにも関係があるであろう（大卒者割合－軽井沢町男
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するように、東京を含む県外への通勤者が一定程度いるのが特徴である。 
佐久市は、旧佐久市が 95 年 1,300 人強、00 年は 1,700 人強の流入超過であるが、他の３町村
は流出超過であった。現佐久市域では、95 年は若干の流出超過、00 年は若干の流出超過、そし
て、05 年、10 年は再び流出超過で、特に 10 年には 1,200 人強も流出超過である。ただ、現市














表 11 常住地・従業地のよる就業者数の推移 
 








変化は見られず、佐久市からの流入者も、95 年時点で 3,000 人を超しおり、その後も若干の増
加で、00 年には流入者総数の５割弱に達している。95 年には佐久市が 1,000 人強の流入超過で
あったが、その後の佐久市からの流入者増で、その差は 200 人強に縮小している。 
なお、佐久市の旧市町村単位で見ると、95 年は、小諸市－旧佐久市間の就業者移動は小諸市
→旧佐久市 2,224 人、旧佐久市→小諸市 2,225 人とほぼ同数であった。また、旧佐久市は、合
併前の旧３町村から 1,016 人の、小諸市は 373 人の流入者があった。00 年は小諸市から旧佐久











表 12 ３都市間就業者流入者の推移 
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・産業構成（事業所・従業者数）の変容 




数は 96 年に 8.2%を占め、12 年でも 6.2%を占めている（表 13）。 
佐久市は、事業所数数は若干減少気味であるが、従業員数にはあまり変化は見られなかった。 
ただ、01 年に非民営の事業所数、従業員数が大きく増加したのは市町村合併の影響と思われ




表 13 事業所数及び従業者数の推移 
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その中で、人証数の少なかった非民営の従業者の比重が高まって来ている（96 年 7.7%、09 年
9.3%）。 
以下では、民営事業所の産業別の従業者数の変化を、まず新幹線開業前の 1996 年と開業後
1999 年の変化、そしてその後の推移を見ていこう（表 14）。 
軽井沢町の従業者総数は、96 年の 9,227 人から 99 年には 9,360 人と若干増加した。96 年の
産業別従業者構成は、飲食店・宿泊業が 40.3%、卸小売業が 21.9%を占め、建設業が 9.6%、製造
業はわずか 1.3%で、第三次産業、特に、飲食店・宿泊業（40.3%）、卸小売業（21.9%、その大半
は小売業）に特化した産業構造であった。99 年のデータでは、建設業と、もともと数の少ない
製造業は減少し、卸小売業が 1,665 人から 2,630 人と 23%増加している。飲食店・宿泊業は若干
減少している。新幹線の開業が小売業の急増を見たのである。 
その後の推移を見ると、建設業は減少しつづけ、12年には 765人（86年比 26%減、シェア 6.9%）
となっている。製造業 06 年以降若干増加し、197 人（86 年比 3.1%増）になったとはいえ、シェ
アはわずか 1.8%にすぎない。他方、飲食店・宿泊業と卸小売業（その大半は小売業）の従業員
の増加が著しい。09 年には、飲食店・宿泊業の従業者は 5,000 人を超え（86 年比 29.3%増、シェ
ア 39.3%）、卸小売業 3000 人超（同、84.4%増、23.7%）となり、12 年は若干減少したが、従業者
全数の減少もあって、この 2 業種で 64%のシェアを占めている。 
なお、この間増加し続けたのは、まだまだ割合は小さいが、医療・福祉分野の従業員である
（96 年 176 人、12 年 393 人）。とは言えシェアはまだ 3.5%でしかない。 











年比 93.2%増で、従業者シェア 14%にもなった。 
小諸市の産業は縮小傾向が続いている。事業所数は 96 年の 2,699 所から減少を続け、12 年
には 96 年比で 22.8%減の 2,084 所となった。従業者数も、96 年の 20,842 人から 12 年には 16% 
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も減少して 12,563 人になってしまった。従業者数の産業別の変化を見ると、製造業が最大であ
るが、96 年の 5,603 人（27.3%）から 24%も減少し 4,338 人となり、シェアも 24.7%に低下した。
シェア第 2 位の卸小売業も 4,846 人（23.5%）から 26%減少して、3,587 人（20.4%）となった。
96 年にシェア 11.8%（2,451 人）であった建設業従業者は大きく減少し、ほぼ半数の 1,249 人（49%
減）となり、シェアも 7.1%に低下した。 















 事業所数は、97 年の 331 所から、09 年には 532 所に増加している。また、従業者数も 1,536
人から 2,932 人と２倍強に、年間売上額 282 億円（96 年）から 503 億円（06 年）と 1.8 倍に増
加している。小売業の中では、織物・衣服・身の回り品（以下、衣服分野）と飲食料品が中核
である。特に衣服分野の伸長が著しい。 
 衣服分野は、事業所数が 59→172 所（94 年→09 年、以下同じ）、従業者数が 129→881 人と著
しい増加であった。小売業種内のシェアも事業所数は 17.8%→32.3%、従業者数は 9.5%→30.0%に
増大している。飲食料品は、事業所数 111→150 所、従業者数 621→945 人とそれぞれ大きく増
加した。ただ、小売業種内のシェアは、衣服分野の伸長が大きかったため、事業所数が 33.5%
→28.2%、従業者数が 43.2%→32.2%に低下している。つまり、主役が飲食料品から衣服分野に交
代したのである。しかし、この両業種で 6 割前後のシェアを占めている状況には変わりがない。 
 各種商品小売業はほとんど存在していない。なお、多様な商品小売業が入る「その他の小売
業」が３割程度ある。 
－ 28 － 
 新幹線駅の設置に合わせるように建設された、巨大なショッピングプラザ（第一種大規模小
売店舗、95 年開業、その後数次の拡張を経て、敷地 26 万㎡、店舗面積 4.2 万㎡、東西のエリ





額は 53%から近年やや割合を高め 11 年には 6 割強となっている。軽井沢町に比べ、卸売業の地
位がやや高い。とはいえ、卸売業が衰退傾向のため小売業の比重が高まってきている。 
小売業の事業所数は新幹線開通後の 99 年には増加していたが、以降は減少傾向で、従業者数




表 15 ３都市小売業の推移 
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分野に限定してみてみよう。 
 各種商品小売業は、99 年以前は、合併前町村に秘匿数字があるため、02 年以降を見る。事業
所数はわずかであるが、従業者数は増加傾向にあり、99 年のシェアはわずか 4.4%であったが、
09 年には 7.8%に拡大している。しかし、12 年には大きく減少しシェアは 3.9%に低下してしまっ
ている。 
衣服関係は、事業所数を、97 年の 129 所から 04 年には 185 所まで増加し、その後減少傾向
となった。その従業者数は 97 年の 496 人から、増減を繰り返しながら（04 年が最大で 802 人）、
12 年には 628 人となっている。 
飲食料品は、同様の傾向で、97 年の 248 所から、02 年の 347 所を最高に、増減を繰り返しな
がら 12 根には 253 所となっている。従業者数も同様で 02 年を最高に 12 年は 2122 人となって
いる。 
小売業の中でのシェアの推移を見ると、衣服分野は、事業所数は 10,4%から少しずつ拡大し、
12 年には 15%になったが、従業者数割合では 10%前後が続いている。他方、飲食業は、事業所









































表 16  ３都市の商圏動向 
 
























表 17 民営宿泊業の推移 
 













表 18 広域市町村別宿泊所数・従業者数の推移 
 
 
表 19 民営飲食店の推移 
 
 
－ 33 － 
１日旅行・出張圏になったことの影響が見られると思われる。 








全体の年間観光客数は、1990 年に 1 億を超し（10,047 万人）を超し、その後 95 年（9,990 万人）






佐久地方は 96、97 年度に 1,500 万人を超える観光客があった。96 年度（1,549 万人）を 100.0
として、その後の推移を見ると、減少傾向で、09 年には 91.1 まで減少した。その後やや回復
しているが、1,500 万人を切ったままである。中でも新幹線駅から外れた小諸駅に隣接する懐
古園の落ち込みは激しく、96 年度に 121 万人を集めていたものが、98 年度には 88.9 万人に減
少し、その後も減少傾向が続き、14 年度には 96 年度の半分以下の 56.6 万人にまで落ち込んで
いる。しかし、佐久地方の観光客数のほぼ半数を占める、最も集客力の大きい軽井沢高原は、
700 万人台後半を維持し続けている。14 年度は 97 年度（831 万人）に次ぐ 828 万人を集めてい
る。 
上小地方は、96年度が 611万人で、その後減少傾向であったが 600万人台を維持し続けたが、
04 年に 600 万人を切った（5,584 万人、95.7）。09 年度に 600 万人台を回復（637 万人、104.3）、
12 年には 656 万人（107.4）と最高水準となった。その後は若干減少傾向で 14 年度は 614 万人
（100.6）となっている。 
その中で、96 年度 47 万人でしかなかった上田城址は、05 年頃から急増し（05 年度 61 万人）、
その後も増加を続け、09 年度には 96 年度の 5 倍の 142 万人となり、その後は 150 万人前後を
維持し、上小地方の観光資源の主力になってきている。16 年度のＮＨＫの大河ドラマ「真田丸」
の放映でさらに上田城址の観光客が増えるであろう。これまで主力であった菅平高原は、96 年
－ 34 － 
の 123 万人から、減少傾向が続くとは言え 100 万人強を維持し続けている（14 年度 107 万人）。 
長野地方は、96 年度の 1,629 万人が 97 年に 2,164 万人と激増する。その後は 1,500 万人台で
推移し、03 年度にまた 1,966 万人に跳ね上がり、04 年には 1,400 万人台に減少、その後緩や増




善光寺の観光客数の変化を見ると、97 年は 96 年（660 万人）の倍近い 1,164 万人、03 年も、
09 年もそれぞれ前年のほぼ倍増の 1,126 万人、1,188 万人となっている。それ以外の年度は 500
〜600 万人強である。この 7 年目毎に生じる跳ね上がりは、７年目ごとに行われる善光寺の「御
開帳」にある。御開帳目当てに全国から 600 万人以上参拝者・観光客が訪れるという。09 年の
 
表 20 観光地延利用者数の推移－実数（1000 人）と指数（1996 年度 100） 
 
－ 35 － 
御開帳時の参拝客は 670 万人と言われ、善光寺が発表によると、15 年の御開帳時（４月５日か






上山田温泉がある。戸隠高原を訪れる観光客数は、96 年は 110 万人で、その後若干の増減はあ
るが、コンスタントに 110万人前後を維持している。戸倉上山田温泉は 96年の 140万人から徐々
に減少し続け、13 年は 104 万人となっている。 
志賀高原、湯田中温泉等の観光地がある北信地方は、96 年には 125 万人いたが、01 年に 100
万人を割り、11 年には 72 万人までに減少 、13 年は 96 年比 74.7 と最も減少率が高い。 
このように各地方は、おおむね減少傾向で、北信濃全体では、96 年の 2,876 万人から、97 年
に 3,321 万人（この年は善光寺の「御開帳」と 10 月に長野新幹線が開通）をピークに減少を続




 一つは利用交通機関である。東京 23 区を出発地としから長野生活圏、上田生活圏に観光目的
で来訪した人の利用交通手段（鉄道、自動車、バス）の鉄道割合の推移を新幹線開通前の 95




館・ホテル等）が減少した。県全体のデータであるが、91 年時点では、日帰り客 6,000 万人弱、
延宿泊客 4,800 万人弱あったが、その後、日帰り客は若干の凸凹はあるが 6,000 万人前後で推

















95 年はわずか 1,225 人（全就業者の 0.24%）でしかなかったが、10 年には 4,458 人と 3.6 倍にな
り、全就業者・通学者の 1 割弱（0.98%）となった。中でもそれまで多かった隣接する高崎市を
中心とする群馬県だけでなく、東京都、埼玉県の増加が著しく、この３都県への通勤・通学者
は、県外通勤・通学者の 7 割に達した。特に軽井沢町は県外への通勤・通学者は６％（650 人）
 
表 21 常住者の従業・通学地域 
 
－ 37 － 
を超し、その 92％がこの３都県で占められ、その半数近くは東京都（310 人）である。「軽井沢
に住んで東京に通う」人たちが生まれてきたのである。長野市、佐久市、上田市はそれほど割
合としては多くないが、同様の傾向が見られる。長野市は 95 年の 47 人+αから 623 人に、佐久
市は 10 人から 267 人に、上田市は 56 人+αから 258 人に、と大幅に増加している。その多くは、
大企業の管理職や大学教員であるといわれる*12 




 長野生活圏・上田生活圏⇔東京 23 区との移動に鉄道を使う人の数と割合が増大した。東京
23 区から長野生活圏、上田生活圏への鉄道による移動者は、10 年はそれぞれ 95 万人、80 万人
強で、東京→長野はほぼ倍増し、東京→上田はほぼ 3 倍となった<対 95 年比>。また、長野、上




が、00 年には 83.7%、66.1%に急増し、自動車利用は激減した。特に上田生活圏から東京 23 区




表 22  年間生活圏間純流動（出発地→目的地） 
－ 38 － 
しかし、上信越高速自動車道（群馬県藤岡市の藤岡 JCT から佐久市 - 小諸市 - 東御市 - 上
田市 - 坂城町 - 千曲市 - 長野市 - 須坂市 - 小布施町 - 中野市 - 上飯綱町 - 信濃町－を








一つは 1 日の行動範囲の拡大である。 
見てきたように、沿線住民の通勤・通学範囲が拡大し、自市町村内通勤・通学者割合が減少




佐久平駅近接のマンションに住み、新幹線定期券で通勤する者が増加している。   
また新幹線開通による大幅な移動時間短縮は、移動先での滞在可能時間が増加することに




















年の 208 から 99 年には 191 に、さらに 04 年には 155 に、従業者数は 2,819 人から 99 年には











































金沢延伸後の 8/7〜17 日の高崎－長野間の利用者は 190 万７千人で前年同期比 76%増であっ












応指針」（2008.3） p21 より 
*2 当初の資本金は、236,400 万円（出資割合：長野県 75%、沿線市町村 15%、地元の金融機関、交通事業
者等 10%）、北しなの線の設置に伴い、信濃町、飯綱町が参加し、242,045 万円に増資。 
*3 「しなの鉄道活性化協議会」が 2009 年９月に行った「沿線住民アンケート調査」（回答者数 4,422 人）
および「しなの鉄道利用者アンケート調査」（回答者数 459 人）による。この項目についての回答者数




*5 開設時及び 08 年は軽井沢町・㈶地方自治県境機構「軽井沢町観光振興調査研究」（2012.3）、14 年は「軽
井沢・プリンスショッピングプラザ施設概要」（西部プロパティーズ、ニュースリリース（2014-9 号、
15.1.29）より  
*6 「観光地点パラメータ調査（長野県）」2011 年 7〜9 月 調査長野県観光部企画課『統計から見る長野
県観光の現況』（平成 25 年３月）より 
*7 出所：イオンモール佐久平「ショップガイド」www.aeon.jp/sc/sakudaira 15.12.16取得 
*8 「長野新幹線にみる新幹線効果の『光』と『影』」『フォーラム福岡』19号（2008年３月） 
*9 井野俊介「空間統合の高速化がもたらす不均等発展－北陸新幹線建築と、小諸・岩田村の都市間競争
を例として－」（『空間・社会・地理思想』15号 2012年 p.29〜31） 
*10 軽井沢町統計書 平成23年版、26年版より 
*11 「信毎御開帳ニュース」2015.6 月 3 日 
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